
d 平成11年度減収補てん債 1•055

e 平成12年度減収補てん債 1•028

Ĉ 平成13年度減収補てん債 1•043

D̂ 平成14年度減収補てん債 0•979

Ê 平成15年度減収補てん債 1•070

F̂ 平成16年度減収補てん債 1•072

Ĝ 平成17年度減収補てん債 1•154

Ĥ 平成18年度減収補てん債 1•142

Î 平成19年度減収補てん債 0•269

Ĵ 平成20年度減収補てん債 0•239

K̂ 平成21年度減収補てん債 0•209

十 地域財政特例対
策債償還費

地域財政特
例対策のた
め平成元年
度から平成
５年度まで
の各年度に
おいて特別
に発行につ
いて同意又
は許可を得
た地方債の
額

種別補正

\ 平成元年度地域財政特例対策債 1•000

] 平成２年度地域財政特例対策債 2•800

^ 平成３年度地域財政特例対策債 2•536

十一 臨時財政特例
債償還費

臨時財政特
例対策のた
め平成元年
度から平成
12年度まで
の各年度に
おいて特別
に発行を許
可された地
方債の額

種別補正

\ 平成元年度臨時財政特例債 1•000

] 平成２年度臨時財政特例債 2•800

^ 平成３年度臨時財政特例債 2•536

_ 平成４年度臨時財政特例債 2•339

` 平成５年度臨時財政特例債 2•319

a 平成６年度臨時財政特例債 2•267

b 平成７年度臨時財政特例債 2•164

c 平成８年度臨時財政特例債 2•033

十二 財源対策債償
還費

平成６年度
から平成21
年度までの
各年度の財
源対策のた
め当該各年
度において
発行につい
て同意又は
許可を得た
地方債の額

種別補正

\ 平成６年度財源対策債

ア 平成６年度市場公募都道府県に係るもの 1•000

イ 平成６年度市場公募都道府県以外の都道府
県に係るもの

0•308

] 平成７年度財源対策債

ア 平成７年度市場公募都道府県に係るもの 0•997

イ 平成７年度市場公募都道府県以外の都道府
県に係るもの

0•570

十三 減税補てん債
償還費

個人の道府
県民税に係
る特別減税
等による平
成６年度か
ら平成８年
度までの各
年度及び平
成10年度か
ら平成18年
度までの各
年度の減収
を補てんす
るため当該
各年度にお
いて特別に
起こすこと
ができるこ
ととされた
地方債の額

種別補正

\ 平成６年度減税補てん債 0•873

] 平成７年度減税補てん債 0•873

^ 平成８年度減税補てん債 0•214

_ 平成10年度減税補てん債 1•000

` 平成11年度減税補てん債 1•010

a 平成12年度減税補てん債 0•984

b 平成13年度減税補てん債 0•999

c 平成14年度減税補てん債 0•937

d 平成15年度減税補てん債

ア 恒久的減税分に係るもの 1•013

イ 先行減税分に係るもの 1•866

e 平成16年度減税補てん債

ア 恒久的減税分に係るもの 1•026

イ 先行減税分に係るもの 1•861

^ 平成８年度財源対策債

ア 平成８年度市場公募都道府県に係るもの 0•973

イ 平成８年度市場公募都道府県以外の都道府
県に係るもの

0•870

_ 平成９年度財源対策債

ア 平成９年度市場公募都道府県に係るもの 0•932

イ 平成９年度市場公募都道府県以外の都道府
県に係るもの

0•815

` 平成10年度財源対策債

ア 平成10年度市場公募都道府県に係るもの 0•915

イ 平成10年度市場公募都道府県以外の都道府
県に係るもの

0•715

a 平成11年度財源対策債

ア 平成11年度市場公募都道府県に係るもの 0•932

イ 平成11年度市場公募都道府県以外の都道府
県に係るもの

0•930

b 平成12年度財源対策債 0•902

c 平成13年度財源対策債 0•910

d 平成14年度財源対策債 0•528

e 平成15年度財源対策債 0•572

Ĉ 平成16年度財源対策債 0•568

D̂ 平成17年度財源対策債 0•560

Ê 平成18年度財源対策債 0•542

F̂ 平成19年度財源対策債 0•153

Ĝ 平成20年度財源対策債 0•140

Ĥ 平成21年度財源対策債 0•130
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